
第一六九回 

閣第五五号 

   中小企業信用保険法の一部を改正する法律案 

 中小企業信用保険法（昭和二十五年法律第二百六十四号）の一部を次のように改正する。 

 第三条第一項中「第三条の十第一項」の下に「及び第三条の十一第一項」を加える。 

 第三条の三第一項中「又は第三条の十第一項に規定する特定社債保険」を「、第三条の

十第一項に規定する特定社債保険又は第三条の十一第一項に規定する特定支払契約保険」

に改め、同条第三項中「又は第三条の十第一項に規定する債務」を「、第三条の十第一項

又は第三条の十一第一項に規定する債務」に、「又は第三条の十第一項に規定する特定社

債保険」を「、第三条の十第一項に規定する特定社債保険又は第三条の十一第一項に規定

する特定支払契約保険」に改める。 

 第三条の十第二項中「又は特定社債保険」を「、特定社債保険又は次条第一項に規定す

る特定支払契約保険」に改める。 

 第三条の十の次に次の一条を加える。 

 （特定支払契約保険） 

第三条の十一 公庫は、事業年度の半期ごとに、信用保証協会を相手方として、当該信用

保証協会が中小企業者の特定支払契約（中小企業者に対する売掛金債権を有する事業者

に対して金融機関その他の政令で定める者（以下この項において「金融機関等」とい

う。）が当該売掛金債権の譲受けその他の経済産業省令で定める行為に基づき金銭を支

払うことを約し、かつ、当該中小企業者が当該金融機関等に対して当該売掛金債権その

他の経済産業省令で定める債権の額を支払うことを約する契約をいう。）に基づき金融

機関等に対して支払うべき債務のうち当該金融機関等が事業者に対して金銭を支払つた

場合において当該中小企業者が支払うもの（以下「特定支払債務」という。）の保証を

することにより、中小企業者一人についての保険価額の合計額が十億円を超えることが

できない保険（以下「特定支払契約保険」という。）について、特定支払債務の額のう

ち保証をした額の総額が一定の金額に達するまで、その保証につき、公庫と当該信用保

証協会との間に保険関係が成立する旨を定める契約を締結することができる。 

２ 前項の保険関係においては、特定支払債務の額のうち保証をした額を保険価額とし、

中小企業者に代わつてする特定支払債務の弁済を保険事故とする。 

３ 第三条第二項及び第五項並びに前条第二項の規定は、第一項の保険関係に準用する。 

 第五条中「又は特定社債保険」を「、特定社債保険又は特定支払契約保険」に、「又は

社債に係る債務（利息に係るものを除く。以下同じ。）」を「、社債に係る債務（利息に

係るものを除く。以下同じ。）又は特定支払債務」に改める。 

 第七条、第九条及び第十条中「又は特定社債保険」を「、特定社債保険又は特定支払契

約保険」に改める。 

 第十一条中「若しくは特定社債保険」を「、特定社債保険若しくは特定支払契約保険」



に改める。 

   附 則 

 （施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して三月を超えない範囲内において政令で定める

日から施行する。 

 （検討） 

第二条 政府は、この法律の施行後五年以内に、中小企業をめぐる金融の状況等を勘案し

つつ、この法律による改正後の中小企業信用保険法第三条の十一の規定について検討を

加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

 （産業活力再生特別措置法の一部改正） 

第三条 産業活力再生特別措置法（平成十一年法律第百三十一号）の一部を次のように改

正する。 

  第三十四条第二項の表第五条の項中「又は社債に係る債務（利息に係るものを除く。

以下同じ。）」を「、社債に係る債務（利息に係るものを除く。以下同じ。）又は特定

支払債務」に改める。 



     理 由 

 最近における中小企業をめぐる金融環境の変化に対応し、中小企業者に対する事業資金

の融通の一層の円滑化を図るため、中小企業信用保険について、特定支払契約保険の制度

の創設を行う必要がある。これが、この法律案を提出する理由である。 


